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はじめに
　アメリカという国家はその変化の影響力を自国内だけにとどめない。アメリカは一貫して国際政治全体を変える
動きをもってきた。そして、1980年代のアメリカは、冷戦を終結させ世界を変えたアメリカであった。近年、1980
年代のレーガン政権の国際政治戦略に対する評価が高まっている（１）。レーガン政権は硬軟の見事な使い分けによる
外交戦略で、第２次世界大戦後40年以上続いた冷戦体制を終わらせ、世界を劇的に変えた政権であった。
　1981年に誕生したレーガン政権は、デタント路線を真っ向から否定し、「力による平和」（Peace through 
Strength）を基本戦略においた。そして、当時のソビエト社会主義共和国連邦（以下、ソ連）を中心とした社会主義・
共産主義陣営と鋭く対峙し、世界各地の反共産主義勢力を積極的に支援するというレーガンドクトリンを打ち出し
た。
　レーガン政権の強硬な国際政治戦略は大規模戦争をも引き起こすのではないかという危惧すら持たれ、当初、賛
否両論の衝撃を世界に与えた。しかし、卓越したレーガンの国際政治戦略は、同時代の多くの人々が半永久的に固
定された世界体制とも考えていた冷戦体制にピリオドを打ち、それまで地球上の約３分の１を占有していた社会主
義・共産主義体制の大半を一挙に消滅させ、世界を自由主義・資本主義・市場主義体制に全面的に移行させる契機
を創造することに成功した。長期の歴史的視点からすれば、レーガン政権は本格的に世界が一体化しゆくグローバ
ル化（Globalization）への突破口を開いたと言ってよい。
　レーガンは圧倒的な軍事力・国力を背景に外交対象国と対峙し、場合によっては軍事行動を躊躇しないというス
タンスをとりつつ、米国の国際政治戦略課題を達成した成功事例である。その後のアメリカの国際政治戦略の一つ
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のモデルになっていく。
　米国の国際政治関連、国家安全保障関連の情報等は、後になって公開されるものが大半である。近年、レーガン
政権時代の国際政治関連、国家安全保障関連の機密情報等が機密解除され公開されるようになった。本稿では特に、
政権の誕生した1981年から力による攻勢を強めていった1983年までを中心にして、レーガン時代の国際政治対応を
多角的に分析する中で、国際政治の現在・未来を考える上でのヒントを考察していきたい。
１．レーガンのパーソナルヒストリーと政治思想形成
　最初にレーガンのパーソナルヒストリーとその政治思想形成を確認したい。ロナルド＝ウィルソン＝レーガンは、
1911年２月６日、イリノイ州タンピコで生まれた。２人息子の２番目であった。レーガン・ファミリーはアイルラ
ンド系の家系であった。1920年レーガン・ファミリーは、イリノイ州ディクソンに移動する。おそらくレーガン自
身の記憶は、このディクソンへの移動後から鮮明になっていくものと思われる。
　1924年にレーガンはディクソン高校に入学した。1928年には、イリノイ州のユーリカ大学に進学している。ユー
リカ大学では経済学・社会学を中心に学んだ。レーガンは高校生・大学生時代に、地域のロックリバーでライフガ
ードの仕事をしていた。本人によれば７年間の夏季勤務中77人を救助したという。1932年にユーリカ大学を卒業す
る。
　大学卒業後、話術・演技の能力の高かったレーガンは、最初ラジオアナウンサーになった。ラジオアナウンサー
での経験をベースに、カリフォルニア州ハリウッドに移り俳優に転身した。レーガンの出演した映画には、Love is 
On the Air（1937）、Knute Rockne All American（1940）などがある。1940年には女優のジェーン・ワイマンと結
婚し、長女モーリーンをもうけた。又養子としてマイケルを迎えた。1948年に離婚し、1952年には女優のナンシ ・ー
デイビスと再婚し、次女パトリシア・アン、次男ロンをもうけた。
　政治家としてのレーガンは、1930年代、フランクリン・ルーズベルトのニューディール政策に傾倒する民主党支
持のリベラル派としてスタートした。しかし、レーガンの政治思想は、1950年代レーガン30歳代の頃、米ソ冷戦が
激化していく中で、次第にコンサーバティブにシフトしていった。レーガンは、上院議員ジョセフ・マッカーシー
やリチャード・ニクソンが進める下院非米活動委員会に協力するようになっていく。1964年の大統領選挙では、「小
さな政府」を主張する共和党のアリゾナ州選出上院議員バリー・ゴールドウォーターを支持した。1966年に、レー
ガンはカリフォルニア州知事選挙に当選し、1966 ～ 74年の２期、州知事をつとめた。
　レーガン自身が出馬した大統領選挙については、1968年に初出馬したが、共和党予備選でニクソンらに敗退した。
1976年に２度目の大統領選挙に出馬したが、現職のフォード大統領に共和党予備選で敗退した。３度目が、1980年
の大統領選挙だった。当時の民主党カーター政権は、内政外政とも深刻な課題に直面していた。
　カーター政権下、経済は石油危機による景気悪化、二桁のハイパーインフレーションに直面し、国民生活は劣化
していた。また、国際政治では、カーターは人権外交をスローガンに、国際的平和協調路線を遂行していた。しかし、
現実の国際政治は冷厳であった。カーターが強硬な外交オプションをとらないことを見透かしたかのように米国の
覇権に抗することが起きた。1979年11月にイランテヘランの米国大使館が過激派に占拠され、52人が人質となって
しまった（２）。この時カーターは政権誕生後初めての対外軍事行動に踏み切ったが、人質奪還の軍事行動は失敗に終
わってしまった（３）。1979年12月には、ソ連のアフガニスタン侵攻を許し、国際政治における米国の覇権、威信は急
速に劣化した。1980年９月時点でのカーターの支持率は、19%まで下落した。
　レーガンはカーターと対決した大統領選挙で、「独立心・国家・家族・コミュニティ・隣人・自助努力・自立」
といったアメリカの伝統的価値観の重要性を強調した。レーガンは選挙戦で次第に、対外強硬派、保守派、宗教右
派といった伝統的な共和党支持層を確実に固め、さらに、旧来の民主党支持層の中からレーガン支持に転身する「レ
ーガン・デモクラッツ」と呼ばれたグループの創出にも成功した。1980年11月４日、レーガンは第40代アメリカ合
衆国大統領に当選した（４）。
２．レーガン政権の対ソ連外交
　レーガン政権の対ソ連外交は、圧倒的な軍事力を背景に外交対象国に圧力をかけ、対象国を交渉のテーブルにつ
長岡大学生涯学習センター『生涯学習研究年報』第５号（通巻第 14 号）
− 2 − − 3 −
かせ交渉し、長期的に自国に有利な方向でランディングさせるという、戦略性の高い米国国際政治戦略の成功事例
となって行く。
２．１．対ソ連強硬路線の系譜
　対ソ連強硬路線は、レーガン政権誕生以前の段階1970年代から、その潮流が形成されていった。共和党政権のフ
ォード大統領が結成を支持した「チームＢ」というプロジェクトが対ソ強硬路線の下地をつくった。チームＢはソ
連への強硬策を研究し、特に以下の調査を進めた。
①ソ連の核や軍事的膨張の実態調査
②ソ連の強制収容所などの人権弾圧の調査
③対米弱体化のための諸工作の調査
④米国内及び日本等同盟国内における赤化工作の調査
　チームＢには、後のレーガン政権の副大統領となるCIA長官ジョージ・Ｈ・Ｗ・ブッシュが所属していた。さら
に、後にレーガン政権の東アジア・太平洋担当国務次官補になるポール・Ｄ・ウォルフォウィッツもチームＢのメ
ンバーであった（５）。フォード政権の国防長官だったラムズフェルド（後のブッシュジュニア政権でも国防長官に就
任する）も、チームＢを支持していた。チームＢは、CPD（The Committee on the Present Danger：現在の危機
に関する委員会）という共和党系シンクタンクに発展し、対ソ連強硬策の研究や国民への宣伝活動を展開していっ
た。レーガンはCPDに所属していた。CPDの思想が後のレーガンドクトリンになっていく。
　CPDの理論的支柱を担ったのが、アルバート＝ウォルステッター（Albert  Wohlstetter、1913 ～ 1997）であった。
ウォルステッターは、ランド研究所研究員、カリフォルニア大学ロサンゼルス校教授、シカゴ大学教授を歴任した
国際政治学者であった。1950年代ソ連が人工衛星打ち上げに成功したスプートニクショックやミサイルギャップ論
争の中で、『Foreign Affairs』に「際どい恐怖の均衡」という論文を発表し、アイゼンハワー政権の国防政策を批判
した（６）。1970年代ニクソン政権が、ソ連へのデタントにシフトしていった際にも、いかなる軍縮協定も妥協もすべ
きでないと反対を表明した。CPDを本拠に論陣をはり、その一貫した強硬策は党派を超えた支持を得た。ウォルス
テッターの国際政治戦略は、レーガン政権の国際政治戦略に多くが採用されていった。さらにウォルステッターは、
ポール＝ウォルフォウィッツ、リチャード＝パールといった後に「ネオコン」と呼ばれる理論家を育てた。
２．２．レーガン政権の対ソ連強硬戦略（1981 ～ 1983年）
　レーガン政権以前の政権が進めていた1970年代のデタント国際政治戦略は、1975年のヘルシンキ宣言を頂点に一
定の成果を出した。しかし一方で、現実には、ソ連の覇権、軍事的影響力は世界に拡大していた。即ち、1975年に
ソ連はヨーロッパ東部に、SS-4・SS-5の代替として、新型のSS-20の配備を開始した。SS-20はそれまでのSS-4・ SS-5
より、射程距離の長さ、命中精度、威力、機動性の点で、格段に優れたものであり、西ヨーロッパ諸国は安全保障
上の脅威と考えるようになっていく。
　さらに1970年代末から1980年にかけて、ソ連は、アフガニスタン・イラク・シリア・南イエメン・リビア・キューバ・
ベトナム・マリ・モーリタニア等の諸国に、兵員を派遣するようになっていた。そして、1979年12月にはソ連のア
フガニスタン侵攻が勃発した。
　一方、米ソ間の超大規模破壊兵器に関する最重要な外交交渉としての戦略兵器制限交渉は、長期的に展開されて
いた。即ち、1972年調印の第１次戦略兵器制限交渉（SALTⅠ： Strategic Arms Limitation Talks 1）では、米ソの
弾道ミサイル保有数の上限が定められた。第２次戦略兵器制限交渉（SALTⅡ： Strategic Arms Limitation Talks 2）
では、１次の合意内容に加えて、ICBM・SLBM・戦略爆撃機等の核運搬手段の数量制限、複数弾頭化（MIRV）の
制限が設定されていった。SALTⅡは1979年６月にウィーンで調印された。しかし、1979年12月のソ連のアフガニ
スタン侵攻を受け、アメリカ議会がSALTⅡの批准を否決した。よって、SALTⅡは正式には発効しないことにな
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る（７）。
２．２．１．―1981年―
　1981年１月に大統領に就任したレーガンは、政権の第１期で「強いアメリカ」を掲げ、大規模軍事拡大を徹底し
て断行した。レーガンは、対ソ連外交の基本スタンスについて次のように述べている。
　「私は、アメリカが過去にときとしてやらざるを得なかったようなこと、すなわちソ連側がより良いカードを持
っている軍備管理交渉の席に臨み、彼らの善性に訴えて真剣に交渉してくれるよう頼まねばならぬといった事態を、
再び繰り返すことは望んではいなかった。だから＂力を通じた平和＂ は、わが政権のモットーの一つとなった。さ
らに私は、もしわれわれがソ連との軍備管理交渉に臨むなら、われわれの目標は、過去の核軍備管理協定がやった
ように、単に核兵器の増加率を制限するだけではなく、核兵器を削減することでなければならないという方針を打
ち出した。軍備管理協定は、自動的に軍備削減を生み出すという神話がある。ところが、戦略兵器制限交渉（SALT）
が始まった69年から80年代半ばまでの間に、ソ連はその戦略核兵器の数を数千も増やしたし、SALTⅠ、SALTⅡ（第
１次、第２次戦略兵器制限条約）の下でさらに数千の増加があったと見られる。」（わがアメリカンドリーム、710
～ 711ｐ）・「核戦争で勝つことはできないし、絶対にそんな戦争に乗り出してはならない。しかし引き金から指を
離すようソ連を説得する前に、われわれはまず、自由世界として他国による犯罪的行動を容認できなくする一線が
存在することを、彼らに理解させなければならない。そうするためには、われわれがソ連に対し力の立場から交渉
できることが必要である。「われわれの軍事力は、平和への前提条件なのだ」と私はイギリス議会メンバーに話した。」
（わがアメリカンドリーム、717ｐ）と、レーガンは力を通じた平和の重要性を訴え、基本スタンスを明確にしている。
　レーガンは大統領就任後直ちに、戦略爆撃機Ｂ１の開発を開始し、「600隻艦隊」を目指す海軍増強計画、高命中
精度のMXミサイルの製造と配備、潜水艦発射型トライデント・ミサイルの製造、その他巡航ミサイルの製造を進
めた。そして、パーシングⅡ型・巡航ミサイルのイギリス・西ドイツ・イタリア等、同盟国への配備を計画した。
レーガン政権は、1982年度以降の軍事予算として、1982 ～ 86年で、1,460億ドルの国防予算の増額を計画した。
　レーガン政権で国防長官に就任したのは、キャスパー＝ワインバーガーであった。ワインバーガーは、国防総省
内で、迅速、維持能力、近代化をスローガンに、国防予算を拡大していった。ワインバーガーは、巨額の国防予算
を軍に注ぐという意味で、「キャップ・ザ・レードル（Cap the Ladle）：ひしゃくのキャップ」と呼ばれた。
　レーガンには、その政権を強くサポートする人物・グループが数多く存在した（８）。チャーリー＝ウィルソン下院
議員もその一人だった。チャーリー＝ウィルソンは、1980年代の下院の国防歳出委員会のメンバーであったが、ア
フガニスタン侵攻のソ連に対するCIAの極秘作戦遂行のための予算を大幅に増額するために尽力した（９）。数十億ド
ルという多額の資金を調達し、ソ連軍と交戦していたイスラム武装勢力に武器を供給する等の支援を実現した（10）。
　一方、レーガン政権には対外強硬派が多数を占めていたが、その中で、アレクサンダー＝ヘイグ国務長官は、対
外バランス派、デタント派であった。ヘイグは、かつてヘンリー＝キッシンジャーの側近として、勢力均衡による
安定ないし平和の実現を、現実の外交交渉、国際政治で目の当たりにした経験からか、キッシンジャー流の勢力均
衡戦略に類似した米中ソの戦略的三角関係を模索し、中国の役割を重視していた。当初、未批准であったSALTⅡ
が定めていた戦略兵器の上限に関しては、ヘイグの助言もありレーガンはそれを遵守した。しかし後に、ヘイグは
更迭されることになる。
　レーガンは同盟国との関係強化にも力を入れた。1981年の政権発足後、直ちに、カーター政権の在韓米軍撤退計
画を取りやめた。これにより、ニクソン政権以降始まったアジアからの米軍撤退の流れが止まることになる。1981
年１月末レーガンは、軍事クーデターで政権をとった韓国のチョンドハン（全斗煥）大統領を、政権後初の国賓と
して米国に招いた。これは、西側同盟結束強化・対共産圏対決姿勢の表明でもあった。
　ヨーロッパのINF （Intermediate-range Nuclear Force：中距離核戦力） に関する米ソ間交渉は、既に1980年に、
予備的な交渉がジュネーブにおいて開始されていた（11）。正式な米ソ間交渉は、レーガン政権発足後の1981年９月か
ら開始された。アメリカ側は、zero−zero offer（0-0提案、ゼロ・ゼロ・プラン、ゼロ・オプション）を出した。ゼ
ロオプションとは、全てのSS-20・SS-4・ SS-5・ GLCM ・パーシングⅡの完全撤去、欧州における中距離核戦力配備
の撤収を提案したものである。1981年11月ジュネーブにて、ヨーロッパにおけるINFに関する米ソ代表団による交
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渉が行われた。
　INFに関して、レーガン政権は、ソ連がSS−20を撤去するならばアメリカのINF配備を見合わせるという「ゼロ・
オプション」を強く主張して引かなかった。ソ連もゼロ・オプション提案に強硬に反発し、応じる姿勢を示さなか
った。ソ連側は、イギリス・フランス等の核戦力を含めれば、ヨーロッパの核は均衡していると強く主張した。一方、
アメリカ側はソ連側の主張を受けず、ヨーロッパにおけるINF配備を主張し、交渉は難航した。
　1981年の対ソ連交渉について、レーガンは次のように述べている。「私はワシントン生活の最初の年に、われわ
れはソ連との核戦力交渉をジュネーブで再開したが、事実上、何の進展もみられなかった。ソ連が民主的諸政府に
対する破壊工作の中止を拒んだことやアフガニスタン侵略の継続、ポーランドでの野蛮な抑圧、そして81年11月に、
欧州から中距離ミサイルをなくすため私が提案したゼロ・ゼロ・プランに対する彼らの抵抗が行き詰まりの原因で
ある。私がゼロ・ゼロ提案を、地球からのすべての核兵器の究極的排除への第一歩と見ていたのに対し、ソ連側は
これを、欧州核ミサイル戦力におけるソ連側の大幅な優越を減らそうとするわれわれの試み―実際にその面もあっ
た―と考えていた。」（わがアメリカンドリーム、712 ～ 713ｐ）。
２．２．２．―1982年―
　1982年度の国防予算は2,229億ドルの予算案が提示された。米国史上初めての年間2,000億ドル台の国防予算であ
った。1982年11月、レーガンは、開発段階でもあったＭＸピースキーパー長距離大陸間弾道ミサイル（ICBM）の、
ワイオミング州ウォ―レン空軍基地地下サイロへの配備を決定した。
　一方で、全般的にソ連に対して強硬な対応をとったレーガンは、戦略兵器関連の交渉に関しては、早期の段階か
ら比較的前向きな態度を示した。レーガンは、次のように述べている。「82年春、ユーレカ大学で私のクラスの卒
業50周年を祝う式典で、私は改めてソ連に戦略兵器削減交渉（START）を始動させるよう呼びかけた。これはソ
連がポーランドに戒厳令を敷かせたのち、われわれが一時棚上げしていたものである。」（わがアメリカンドリーム、
714ｐ）。実際1982年中に、戦略兵器削減交渉（START：Strategic Arms Reduction Talks）が、米ソ間で開始され
ることになった（12）。
　1982年11月に、18年間政権の座にあったソ連のブレジネフ書記長が死去した。ブレジネフ死去に際して、レーガ
ンは、ブッシュ副大統領、シュルツ国務長官、ハートマン駐ソ連大使に葬儀出席を指示した。
　69歳で書記長になったアンドロポフは、1982年12月、INF交渉について、以下のような提案を行った。「アメリカ
がINF配備計画を中止すれば、ソ連は、イギリス・フランスの核戦力に匹敵するところまで、ヨーロッパのINFを
削減する」と。この時点でもソ連は、米国のINF配備に強く反発していた。
２．２．３．―1983年―
　1983年３月８日、レーガンは、フロリダ州オーランドで開催された福音派キリスト教徒の全国集会において、ソ
連を「悪の帝国」（evil empire）と呼ぶ演説を行った。即ち、「歴史の事実や悪の帝国の攻撃的な衝動を意に介さず、
軍拡競争は大きな誤解によると割り切ってしまうこと」・「正と邪、善と悪との戦いの前線から離脱して、軽々しく
自ら超越的な立場に立つこと」を、レーガンは厳しく批判した。
　1983年３月23日、国家安全保障決定指令119号に沿って、レーガンは、SDI構想（Strategic Defense Initiative：戦
略防衛構想）を発表した。レーガンは、全米向けテレビ放送で、SDIは、ABM  LoADS  NNKなどに続く、BMD （Ballistic 
Missile Defense：弾道ミサイル防衛システム）で、レーザー・パワーマイクロウェーブ・粒子ビーム等の軍事技術
を利用して、ソ連の戦略核を宇宙空間で捕捉し、レーザー光線等の兵器で撃ち落とすものであると説明した。SDI
はソ連のミサイルを封じ込め、ソ連の軍事力を圧倒しようというものであった。量的な圧倒というより、質の上で
の圧倒であった。
　レーガンはSDIを非常に重視していた。「もし私がその後の五年間に、平和の探究や対ソ関係改善の面で起きた歴
史的躍進に関する単一の、最も重要な理由をアメリカサイドで選ばねばならぬとしたら、私は米軍事力の全面的近
代化と並んで、SDIがそれだったと答えるだろう。」（わがアメリカンドリーム、709ｐ）と言うほどに、SDIを重視
している（13）。
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　SDIはそれまでの戦略核大国の安全保障概念の中心にあったMAD（Mutual Assured Destruction：相互確証破壊）
を根底から覆すもので、ソ連は深刻にとらえた。核兵器保有国同士が対立しているとき一方が相手国に戦略核兵器
を使用した場合、相手国はそれを確実に察知し報復を行うことにより一方が核兵器を使用すれば最終的に両者は必
ず破滅することになるので相互に核兵器使用を最大限に躊躇させるというのが、MADの意味することであった。
当時MADは、事実上、米ソ冷戦体制・東西冷戦体制という40年以上継続していた当時の国際政治システムを基底
部から固定し、乗り越えるのが極めて困難な概念体系だったと言える。しかし、レーガンはあえてそれに挑戦しよ
うとした。
　レーガン自身が、MADの原理には最初から、強い疑問を有していた。レーガンは次のように述べている。「私は
核ミサイルに関するソ連との暗黙の合意に対しては、はっきりした先入観を抱いて政権の座に就いた。私が言って
いるのは相互確証破壊（MAD）政策、つまり両国のいずれもが、相手側が第一撃に出た場合に、核ミサイルで相
手側を破壊できる力を持つ限りは安全が保たれるという抑止概念のことである。しかしどうにもこれは、われわれ
がそれで安心して眠りに就けるような種類の考えとは、私には思えなかった。それは酒場で二人の西部の男が、互
いに相手の頭に銃の狙いをつけて、にらみ合いを永遠に続けているようなものだった。何かもっと良いやり方があ
るはずだった。」（わがアメリカンドリーム、708ｐ）
　1983年５月のウィリアムズバーグサミットは、日米英などによる西側全体でソ連に圧力をかける形となった。ウ
ィリアムズバーグサミットの最大の検討事項は、ソ連が配備した中距離核ミサイルSS20を撤去させるために、ヨー
ロッパにパーシングⅡミサイルを配備するレーガン政権への対応にあった。日本の中曽根首相・イギリスのサッチ
ャー首相がレーガンのパーシングⅡミサイル配備を積極支持した。
　ウィリアムズバーグサミットのステートメントの中で、「実効ある軍備管理取り極めは、平等の原則に基づき、
かつ検証可能なものでなくてはならない。我々は種々の国際交渉において積極的な成果を達成するために戦略兵器
（START交渉）、中距離核ミサイル（INF交渉）、化学兵器、中欧における兵力削減（MBFR）及び欧州軍縮会議（CDE）
等について諸提案を行ってきている」・「我々は、これらの交渉を、はずみを緊急性をもって引き続き推進しなけれ
ばならないと信ずる。特に中距離核戦力（INF）の分野において、我々はソ連に対し、交渉の成功のために建設的
に貢献するよう呼びかけるものである。フランスやイギリスのような第三国の抑止力を算入することを提案するこ
とにより、西側の分断を図ろうとする試みは失敗するであろう。これらの兵器体系はINF交渉においていかなる考
慮の対象ともされるべきではない。」と訴えた。ソ連との間で、INF削減交渉が合意に達しない場合は、1983年末ま
でに、西ヨーロッパにパーシングⅡを配備することになった。ウィリアムズバーグサミットは、米国が同盟国と共
に毅然たる姿勢を国際社会に示したかたちとなった。
　同時期、1983年９月、ソ連軍用機による大韓航空機撃墜事件が発生し、国際世論がソ連を厳しく非難する中、米
ソ関係は極度に高い緊張関係に直面した。
　そしてついに、1983年11月、アメリカはイギリスのグリーナムコモン基地に、中距離核と巡航ミサイルを搬入した。
また、同じ11月に、西ドイツ議会が米国のミサイルを受け入れることを決議した。1984年１月、西ドイツに、パー
シングⅡが最初に配備された。パーシングⅡは1985年後半までに108機がヨーロッパに配備されることになる。これ
に対してソ連はジュネーブでのINF交渉打ち切りを宣言し、東ドイツとチェコスロバキアに、SS20を前進配備した。
　レーガン政権は1983年中に、INF削減交渉や、1982年に開始されていた戦略兵器削減交渉（START）等、ソ連と
の一連の軍事的交渉を、無期限休会とし、対話に応じない強硬な姿勢を示した。1983年は、米ソ関係、東西関係が、
史上最も高い緊張関係に達した年であった。
２．３．限定的軍事行動
　レーガン政権は、1981年のレバノン派兵、1982年ニカラグア軍事介入、1983年グレナダ侵攻、1984年リビア爆撃
と、アメリカの軍事力が単なる飾りではないことを、限定的な軍事力行使によって世界に見せつけた。特に、対リ
ビア作戦、対グレナダ作戦は、米国に脅威を与える傾向にある国ないしグループやそれらを支援する国家やグルー
プ等が、実際に攻撃を始める可能性を排除することを目的とした軍事行動であった。これは、「将来の脅威の可能性」
を排除する先制攻撃（Preemptive Attack or Preemptive Strike）、予防戦争（Preventive War）のリーディングケ
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ースをつくったと言える。
２．４．非軍事的圧力
　対ソ連への非軍事的圧力としては、1981年末、天然ガスパイプライン等の石油・天然ガス開発関連機器の対ソ連
禁輸の実施、1982年にココム（対共産圏輸出制限の非公式組織）を強化し（ココムはそれまで休眠状態だったが、
25年ぶりにココム高級レベル協議を再開した）、さらに対ソ連経済制裁強化（1983年解除）を実施した。
　しかし、国際政治では基本的に経済の主体は民間企業であるゆえに限界があった。レーガンは、対ソ連経済圧力
の限界に言及して、次のように述べている。
　「82年の大部分を通じ、私は西欧同盟諸国に、ソ連への借款を制限し、われわれとともにシベリア横断天然ガス・
パイプライン建設阻止を狙うその他の制裁措置実施に加わるよう説得に努めた。究極的に多少の成果は得られたも
のの、共産主義の死を早めるためにわれわれがやってしかるべきだと私が考えていたほどの経済的圧力をソ連にか
けるよう同盟諸国を説得することはできなかった。西欧同盟諸国の多くは、ソ連の首の縄を絞めつけることよりも、
東欧との経済関係の方を大事にした。」（わがアメリカンドリーム、723ｐ）。
おわりに
　レーガンは1981年の政権就任後、1982年、1983年と３年間に渡って、軍事拡大路線を強行しソ連への攻勢を強め
ていった。同時に、イギリス・日本・西ドイツ等の同盟国との関係強化を中心に西側同盟の結束を固め、ソ連への
圧力をかけた。さらに、レバノン派兵、ニカラグア軍事介入、グレナダ侵攻と、限定的な軍事行動を断行した。
　ソ連は軍事拡大で強硬な反発姿勢をとり米国に対抗しつつ、国際世論の緊張をあおり、米欧分断、国民の政府へ
の反発（反核反戦平和運動）を通じ、米国の譲歩を引き出す戦術もとった。
　しかし、1984年６月のロンドンサミットでも、西側諸国の結束が示され、さらにその前後、ソ連を訪問した西ド
イツのゲンシャー外相、フランスのミッテラン大統領、英国のハウ外相はいずれも、米国のINF配備を強く擁護した。
1984年前半時点でも、西側の固い結束が不動のものと示された。
　レーガンの強硬路線に対抗しきれなくなっていくソ連は、1984年以降次第に、柔軟な姿勢に転化していくことに
なる。そして、1985年ジュネーブ、1986年レイキャビック、1987年ワシントン、1988年モスクワで、歴史的な米ソ
首脳会談が開催され、INF全廃条約が成立し、レーガン政権の当初の戦略的外交目標は達成された。
　さらに、1991年にはソ連自体が崩壊し、世界の社会主義体制が消滅していくことになり、グローバル化への突破
口が開かれていくことになる。
　レーガンの対ソ連外交は、力の重要性、同盟の重要性、諜報戦の重要性、そして、リーダーのソフトパワーの重
要性を教えた。そして、「力による平和（Peace through Strength）」という、アメリカの国際政治戦略の最重要か
つ有効なオプションの代表的な成功事例となっていく。
註
⑴　2009年6月、アメリカ合衆国連邦議会議事堂（Capitol Hill）に、レーガンの像が設置された。
⑵　イラン米国大使館の人質は444日間拘束されることになる。
⑶　カーター政権初のこの軍事行動に対してすら、当時のサイラス・Ｒ・バンス国務長官は反対し、国務長官を辞
任した。
⑷　1984年のⅡ期目を目指した大統領選挙においても、レーガンは、民主党のモンデールに勝利した。レーガンは、
50州の内、49州で勝利した。モンデールの地元ミネソタ州、ワシントンD.C.を除く、全てで勝利した。選挙人投
票数で、レーガン525票、モンデール13票という、レーガンの歴史的な圧勝だった。1985年１月より、レーガン
政権のⅡ期目が開始された。
⑸　ポール・Ｄ・ウォルフォウィッツは、さらに後に、インドネシア大使、ブッシュジュニア政権の国防副長官を
歴任する。
⑹　米国の外交問題評議会（CFR）が発行する『Foreign Affairs』は米国外交政策に絶大な影響力を有する理論誌
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である。
⑺　レーガン政権は複数の局面で、SALTⅡの内容を、部分的に遵守していくことになる。
⑻　米ソ首脳間の調整、特に、1985年の第１回の米ソ首脳会談実現に尽力したアーマンド＝ハマー氏（オキシデン
タル石油会長）も、レーガンの個人的な友人でサポーターだった。
⑼　外交戦成功の底流として、レーガン政権では、諜報機関の能力を強化し、諜報機関を最大限有効に活用した点
が重要である。副大統領ジョージ・ブッシュ自身がCIA長官の経験を有していた。
⑽　CIAはチャーリー＝ウィルソンに功労賞を送っている。
⑾　INF（Intermediate-range Nuclear Force：中距離核戦力） は、一般的に、核弾頭を装備した中距離弾道ミサイル・
巡航ミサイルを意味する。
⑿　米ソ間の戦略兵器関係の交渉には、以下のようなものがある。
　　SALT（Strategic Arms Limitation Talks：戦略兵器制限交渉）−１が、1969 ～ 72年に行われた。
　　SALT−Ⅱは、1973 ～ 1979年に行われた。
　　 START （STrategic Arms Reduction Talks：戦略兵器削減交渉） は、レーガン政権時代の1982年に始まり、
START−Ⅰは1991年調印。
　　START−Ⅱは1993年調印。
　　START−Ⅲは存在せず、モスクワ条約が、2002年に調印された。
　　START−Ⅳが、2010年に調印された。
⒀　SDIは、1993年まで開発が進められ、その後クリントン政権でのTMD構想に発展していった。
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